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香港税務 

 

香港の新会社条例 − 非課税合併の 

機会を拓く 
 
2014 年 3 月 3 日に発効となった香港の新会社条例 (Cap. 622) （以下
「新条例」という）には、コーポレート・ガバナンスの強化、よりよい
規制、ビジネスの円滑化、法自体の現代化を達成するための幅広い措置
が盛り込まれている。円滑な事業再構築のための手法として、新条例で
は手続き上裁判所の関与が不要とされる新たな合併概念を導入した（以
下「裁判所外合併」という）。従来の裁判所の許可を要する合併と比較
して、グループ内合併をより簡単により低コストで行うことが可能とな
る。しかし、この裁判所外合併には香港（そして外国）の税務上の取扱
いに不明確な点がある。新条例における合併に関する税務上の取扱いの
明確化や何らかの解釈指針の発行についての要求に対して、香港内国歳
入庁 (Inland Revenue Department = IRD) はガイドラインや実務指針を
出す予定はないことを示唆した。裁判所外合併における潜在的税務リス
クは、納税者が合併とその他の手法（例えば、事業及び資産の通常の譲
渡）を比較考量する上で重要な要因・コストになる可能性がある。明確
なガイドラインや内国歳入法 (Inland Revenue Ordinance = IRO) の改正
がない限り、潜在的税務リスクが新条例で述べられている目的を事実上
蔑ろにしてしまう恐れがある。本稿では潜在的な税務問題を概観し、望
まざる税務上の取扱いが発生する可能性について考察する。 
 
合併 (amalgamation) とは、二以上の会社の事業、資産及び負債が結合
され、元の会社のいずれか一社あるいは新しく設立された会社に統合さ
れる法的手続きをいう。株主は新会社すなわち合併会社の株主となる。
従来、合併は裁判所の許可を必要とする複雑で高コストな手続きを経な
いと行うことが出来なかった。その結果、合併は事業再構築の手法とし
てはほとんど利用されることがなかった。他方、種々の税務上の問題が
生じる可能性はあっても、事業・資産譲渡の方がよく行われていた。 
 
裁判所外合併 
 
新条例下における合併では、100%グループ内の合併を裁判所の関与な
く行うことができる（但し、より複雑な合併は依然として裁判所の許可
を要する）。裁判所外合併におけるすべての消滅会社は香港設立会社で
なければならず、100%グループ内の株式会社 (companies limited by 
shares within the same group) でなければならない。被合併会社 
(amalgamating company) は合併提案における対象会社を指す。合併手
続きが完了し、一つに統合され継続する会社のことを合併会社 
(amalgamated company) という。 
 
裁判所外合併には垂直型と水平型の二種類がある。垂直型合併は持株会
社とその一あるいは二以上の完全子会社との間の合併であり、水平型合
併は同一の持株会社の傘下にある二以上の子会社間の合併である。垂直
型合併では被合併子会社の株式は消却され、水平型合併では被合併子会
社の株式は一社を除いてすべて消却される。 
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下図は垂直型合併と水平型合併を図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
少数株主の権利は問題とならないものの（裁判所外合併は 100%グループ内の会社間に限られるた
め）、新条例は債権者の権利保護のための手続きを定めている。主な手続きとしては、合併承認のため
の特別決議、各被合併会社の取締役による債務履行能力報告書、担保付き債権者に対する書面での同意
通知、公告、五週間の債権者異議申立て期間などである。 
 
裁判所外合併の法務上の意味合い 
 
新条例の§685(3)の規定により、合併の効力発生日には合併証明書に従って次の事象が生じる。 
 

• 各被合併会社は合併後存続する合併会社とは別個のものとして消滅する。 

• 合併会社は各被合併会社のすべての資産、権利、負債及び義務を引き継ぐ。 
  

 新条例の§685(4)はまた合併の効力発生日以降について次のように規定している。 
 

• 被合併会社に係る未解決の訴訟手続きは合併会社によって継続される。 

• 被合併会社に係るいかなる判決、裁定、命令、審判も合併会社に対して効力を有する。 

• 被合併会社によって締結されたいかなる契約も、契約において異なる定めがない限り、合併会
社に対して効力を有する。 

 
 裁判所外合併に関するこれらの法務上の取扱いは、法の作用による包括承継であるユニバーサル・トラ
ンスファー（ある法的主体あるいは経済的単位に関するすべての資産、権利及び負債の引継ぎ）に類似
すると思われる。ユニバーサル・トランスファーが完了すると、消滅事業体の資産は個別の契約や引渡
し、更には新保有者の登録を経ることなく自動的に存続事業体に移転する。そのため、ユニバーサル・
トランスファーは事業再構築のための効率的な手段である。ユニバーサル・トランスファーとの類似性
を考慮すると、裁判所外合併についても同じことが言える。 
 
不確実な香港税務上の取扱い 
 
新条例の目的は事業再編コストを低減することにあるが、不確実な税務上の取扱いのために真に経済的
な目的による合併でさえその目的は達成できないかもしれない。もし IRD が裁判所外合併を税務上資産
の移転又は譲渡とみなした場合、香港事業所得税上の潜在的な問題がいくつか生じうる。例えば、以下
のとおりである。 
 

• 被合併会社は売買目的株式、無形資産、固定資産を時価で譲渡したものとされるかもしれな
い。その場合、みなし利益に対する課税、過去の控除／損金算入額の取戻し、差額賦課といっ
たことが生じうる。 

• 合併会社の減価償却計算において資産の取得価額として時価を用いることが出来るか。 

• 合併会社に引き継がれた売掛金に関して個別引当金の設定や貸倒れが生じた場合、当該売掛金
に係る収益が合併会社において課税されていないという理由でその損金算入が認められないか
もしれない。 

• 被合併会社の繰越欠損金が合併会社に引き継がれないかもしれない。 

• アドバンス・ルーリングその他税務当局と合意された取決め（例えば、被合併会社に過去認め
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られたオフショア所得申請など）が合併会社では認められないかもしれない。 

• 被合併会社は清算申告書を提出する必要があるかもしれない。一方、合併会社において同じ所
得に二度課税されないよう、合併年度において合併会社の計算書に含まれる被合併会社の収益
費用を除外するために説明や複雑な調整が必要になる可能性がある。 

• もし IRDがグループ内合併において香港株式や不動産の移転があったとみなした場合、印紙税
が課されるかもしれない（但し、合併は印紙税法§45によるグループ内免税規定の適用要件を
満たす可能性が高く、結果として印紙税は免除されると考えられる）。 

• 被合併会社において従業員の雇用終了があったとみなされるか不明であるため、被合併会社及
び合併会社において雇用終了通知・雇用開始通知といった法令上の届出義務が生じるかどうか
明らかでない。また、被合併会社の従業員に与える影響（給与所得税上の影響や登録済退職金
制度における比例的便益への影響）も明らかではない。 

 
裁判所外合併の税務上の取扱いが不確実であるため、合併を検討している納税者は潜在的税務リスクに
対処するため IRDからアドバンス・ルーリングを取得することを推奨する。 
 
非課税合併の論拠 
 
税務上、裁判所外合併が資産の譲渡や売却ではないとみなされるのであれば、望まざる税務上の結果が
もたらされることはないだろう。私どもは以下の理由によりこの結論は合理的であると考える。 
 

• 法律上、合併は譲渡ではない。 
上記のとおり、裁判所外合併の法律上の効果は譲渡契約というよりもユニバーサル・サクセシ
ョンと類似している。したがって、裁判所外合併は税務上譲渡として取り扱うべきではない。
更に、新条例によると裁判所外合併に対価は存在せず、一社を除いてすべての被合併会社の株
式は消却されるにも拘らず、被合併会社の資本金は合併によって合算される。これらの特徴は
譲渡というよりも法の作用による引継ぎと整合している。 
 

• 新条例は裁判所外合併が非課税であることを示唆している。 
新条例§685 によると、合併会社は各被合併会社に属するすべての資産、権利、負債及び義務
を承継する。このような包括的な文言が用いられていることに鑑みると、裁判所外合併と同時
に合併会社は自動的に各被合併会社の税務上の特性（税務上の資産簿価や繰越欠損金など）を
引き継ぐことを暗黙の前提としているようである。 
 

• 先例や類似法は裁判所外合併が非課税であることを裏付けている。 
過去ユニバーサル･サクセションに関して納税者が IRD に税務上の取扱いの確認を求めた際、
IRDは存続会社は IROの適用上合併会社であるかのように取り扱われる（したがって非課税と
なる）という見解を示した。裁判所外合併は簡便で低コストな事業再構築の手法として導入さ
れたものであるから、上記のような税務リスクがあるというのは道理に合わない。 

 
合併後の租税回避その他の問題 
 
IRO には合併に関する規定がないため、IRD との間で争いが生じる可能性がある。例えば、以下のよう
な点が考えられる。 
 

• 租税回避防止規定の適用 
香港の一般的租税回避防止規定である IRO§61A によると、ある取引がそれを実行した者の税
務上の利益を得ることを唯一の又は支配的な目的として行われた場合（当該者のみにより行わ
れたか他の者と共同で行われたかを問わない）、IRD はその取引をなかったものとみなすかあ
るいは得られた税務上の利益を取り消すことができるとされている。ここにおいて「取引」と
は取引、活動、仕組み（それが法律手続きによって実行可能かあるいは実行可能予定であるか
を問わない）とされている。このように幅広く定義されているため、合併の唯一の又は支配的
な目的が税務上の利益を得ることであると IRDが考えた場合に IRDが当該合併を否認する可能
性が考えられる。例えば、合併会社が被合併会社から多額の繰越欠損金を引き継ぐような場合
である。そのため、租税回避防止規定の適用リスクについて考慮し、真に商業的理由により合
併が行われるということを立証できるようにしておくことが重要である。 
 

• 意図の変更 
実際には譲渡や売却がない場合でも、合併によって資産保有の意図が短期保有から長期投資へ
と変化したと IRD が考えた場合には譲渡があったものとみなされる可能性がある。その場合、
売買目的資産は時価で譲渡したものとされ、概念上の利益が Sharkey v. Wernherの原則に従っ



て課税されることになる（Sharkey v. Wernherとは納税者が売買目的株式を非事業用資産とし
て分類した英国の古い判例である。裁判所は売買目的株式は税務上時価で売却されたものとみ
なした）。 逆に、もし被合併会社が資産を長期投資目的で保有していた場合、IRD は合併会
社に対し、被合併会社からの引継ぎ後に資産保有目的に変更（長期投資から短期投資へ）がな
かったかどうか質疑するかもしれない。 
 

• 合併会社における利息の損金算入 
持株会社が子会社株式取得のために調達した資金に係る利息費用は持株会社の課税所得稼得の
ための生じたものではないため税務上損金算入できない。しかし、その後垂直型合併によって
持株会社と子会社が合併したら、子会社の資産及び事業は合併会社の資産及び事業になるた
め、合併会社は支払利息を損金算入することができるかもしれない。 
 

• 保有期間の長さ 
ある項目が資本的性質か収益的性質かを判断する場合（例えば、株式や不動産の売却による利
益）、保有期間の長さは常に重要な考慮要素である。仮に合併会社が被合併会社から引き継い
だ資産を売却した場合、合併会社が認識した当該売却益の性質の判定において IRDが合併前に
おける被合併会社の保有期間を考慮するかどうか定かではない。 

 
外国の法務・税務問題 

 
もし合併に香港外にある資産や外国法に基づく債務が含まれる場合、必然的に外国の法律問題が生じ
る。更にすべての被合併会社が香港会社であったとしても外国の税務問題が生じる可能性もある。例え
ば、被合併会社やその子会社が中国居住者企業の持分を保有している場合、合併によって当該中国居住
者企業の持分の直接又は間接譲渡があったとみなされ、中国税務上の影響が生じる可能性がある。 
 
このことを考慮すると、事業再編成の手法を決定するにあたっては商業上の理由、現地の税務上の影
響、外国の法務・税務上の影響を検討することが重要である。裁判所外合併と通常の資産譲渡のメリッ
ト・デメリットを比較した要約表を本稿の別紙に掲載している。 
 
最後に 
 
新条例はグループ内再編の事業コストを低減する手法として裁判所外合併を導入した。しかしながら、
税務上の取扱いに関しては不透明な点が多くあり、IRO 上の規定や IRD による解釈指針がないために望
まざる税務上の問題が生じる可能性がある。それにより多大なコストが発生すれば、新条例が掲げる目
的は阻害されてしまう。とはいえ、私どもは非課税合併を主張できる合理的な裏付けがあると考えてい
る。この簡素化された合併を税金負担なしで行うことが出来れば、裁判所外合併はグループ内再編にお
いてより一般的なものとなるだろう。 
 
裁判所外合併の導入により裁判所許可を要する合併よりもグループ内再編にかかるコストと時間が節約
されることを歓迎する。私どもは税務上の取扱いを明確化するために関連する税務指針の公表や IRO の
改正を期待する。そしてそれらは上述した理由により非課税という結論であることを望みたい。 

 
 

 

 

  



別紙 
 
裁判所外合併はグループ内資産譲渡よりもよい事業再編手法と言えるか？ 

 
メリット デメリット 

(1) 裁判所外合併は税務上資産の譲渡又は売却
ではなく、したがって事業所得税や印紙税
の影響はないという議論は可能である。更
に被合併会社の税務上の繰越欠損金は合併
会社において使用可能である。 
 

(1) 裁判所外合併は債務履行能力テストを要し
（各被合併会社の取締役は各社の債務履行
能力につき証明しなければならない）、株
主の同意が必要である。株主の同意は通常
の資産譲渡では一般的に要求されない。 

 

(2) 法律文書が少なくて済み、不動産移転に関
して譲渡証書が不要となるなど法務コスト
を節約できる。 
 

(2) 100%グループ内の会社にのみ適用され
る。一方、香港株式や不動産の通常の譲渡
であれば、印紙税の免除規定（印紙税法§
45）は関係会社の要件を満たせば適用で
きる。 

 

(3) グループ企業を整理統合することにより事
業効率性を高めることができる。 
 

(3) 裁判所の手続きが不要であるとはいえ、少
なくとも 6週間かかる。 

 (4) 合併会社が被合併会社のすべての資産負債
（事業上のリスク・義務を含む）を引き継
がなければならない。資産譲渡においては
買い手は資産のみを取得することができ
る。 
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